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厚生労働省の労働政策審議会雇用環境均

等分科会は、２月１４日、職場のパワーハ

ラスメントに関し、事業主に雇用管理上の

措置義務を設けるようにする法律要綱をお

おむね妥当と認め、労政審の答申としまし

た。 

この答申を踏まえ、同省は、女性の活躍

推進法の改正とともに、今通常国会に提出

する方針です。施行は、公布日から１年以

内とされていますが、中小企業に対しては

３年以内で雇用管理上の措置を努力義務と

する経過措置が設けられています。 

 

◆相談労働者への不利益扱いの禁止 

事業主に求められるのは、職場のパワー

ハラスメントによって労働者の就業環境が

害されることのないよう、労働者からの相

談に応じ、適切に対応するために、必要な

体制等の雇用管理上の措置です。 

具体的な措置内容については、法律成立

後に労政審で検討される指針によって示さ

れる予定です。 

このほか、労働者が相談等を行ったこと

を理由とする不利益取扱いの禁止や、事業

主及び労働者が努めるべき責務規定、紛糾

解決の援助や調停制度、助言・指導等の履

行確保措置も法制化することになっていま

す。 

 

◆男女機会均等法や育児介護休業法も改正 

セクシャルハラスメントにかかわる男女

雇用機会均等法も改正される予定です。 

労働者が相談等を行ったことなどを理由

とする不利益取扱い禁止や、事業主及び労

働者が努めるべき責務規定を盛り込むほか、

他社の事業主から雇用管理上の措置の実施

に関して必要な協力を求められた場合に応

じるよう努力義務を課すとしています。 

なお、不利益取扱いの禁止や、事業主及

び労働者が努めるべき責務規定は、育児介

護休業法を改正し、妊娠、出産等、育児休

業等に関しても適用される予定です。 

また、派遣労働者に対しても、派遣先を

事業主とみなして適用することになってい

ます。施行は、公布日から１年以内の政令

で定める日の予定です。 
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 「働き方改革」で、４月１日から次の内容の

時間外労働の上限が法制化されました。（ただ

し、中小企業は来年４月から、建設業、運送業、

医師等は当面適用除外） 

① １か月について、４０時間を超える時間外

労働と休日労働は１００時間未満であるこ

と。 

② 時間外労働と休日労働が、２か月から６か

月のどの平均においても８０時間未満であ

ること。 

③ 年間の時間外労働時間は７２０時間超え

ないこと。 

 

◆８０時間超え、医師の面接指導義務 

 あわせて、長時間労働により脳・心臓疾患や

うつ病など精神疾患を予防するため、労働安全

衛生法が改正され、次のことが規定されました。 

① 休憩時間を除き１週間当たり４０時間を

超えて労働させた場合におけるその超えた

時間が１月当たり８０時間を超え、かつ、疲

労の蓄積が認められる者については、医師に

よる面接指導を行うこと。 

② 超えた時間の算定は、毎月１回以上一定の

期日を定めて行うこと。 

③ 休日労働を含む時間外労働が、月８０時間

を超えた労働者に対し、超えたことを速やか

に通知しなければならないこと。 

 この、労働安全衛生法の改正は、いわゆる管

理監督者含み全ての労働者に適用され、本年４

月１日より施行されました。 

 そのため、事業主に対し、管理監督者含み、

時間外労働時間、休日労働時間について把握す

ることが義務化され、８０時間を超えた労働者

にはそのことを通知しなければなりません。 

◆適正な把握のために使用者が講ずべき措置 

①労働時間とは 

 労働時間とは、使用者の指揮命令下に置か

れている時間のことをいい、使用者の明示又

は黙示の指示により労働者が業務に従事する

時間は労働時間に当たります。 

②労働時間の適正な把握措置 

⑴ 始業・終業時刻の確認及び記録 

 使用者は、労働時間を適正に把握するため、

労働者の労働日ごとの始業・ 終業時刻を確認

し、これを記録すること。 

⑵ 始業・終業時刻の確認・記録の原則 

㋐ 使用者が、自ら現認することにより確認

し、適正に記録すること。 

㋑ タイムカード、ＩＣカード、パソコンの

使用時間の記録等の客観的な記録を基礎

として確認し、適正に記録すること。 

⑶ 自己申告制により始業・終業時刻の確認及

び記録を行う場合の措置 

 自己申告制によりこれを行わざるを得ない

場合、使用者は次の措置を講ずること。 

・ 自己申告により把握した労働時間が実際の

労働時間と合致しているか否かについて、必

要に応じて実態調査を実施し、所要の労働時

間の補正をすること。 

・ 労働者が自己申告できる時間外労働の時間

数に上限を設け、上限を超える申告を認めな

い等、労働者による労働時間の適正な申告を

阻害する措置を講じてはならないこと。 

⑷ 賃金台帳の適正な調製 

⑸ 労働時間の記録に関する書類の保存 

  記録は３年間保存する。 
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◆事業主に５日の強制付与を義務化 

 この４月より、年次有給休暇を１０日以上付

与する労働者に対し、事業主は５日ついては必

ず年次有給休暇を付与することが義務付けら

れました。この強制付与について多くの質問が

寄せられています。 

 常用労働者の年次有給休暇は、労働基準法に

よって、最低でも雇入れ時から６か月間継続勤

務し、全労働日の８割以上出勤した者には１０

日、そこから１年経過毎に、１１日、１２日、

１４日、１６日、１８日と付与し、６年６か月

以上勤務した者には２０日付与します。 

 

Ｑ１ 時期指定は有給を付与するときか？ 

 事業主の時期指定は、必ずしも年休を付与す

る期首（基準日といいます）に限りません。労

働者の使用状況を見て途中でも可能です。しか

し、基準日から原則として１年以内に、最低５

日は使用させなければなりません。 

 

Ｑ２ 「年休１０日」には繰越分も含むか？ 

 強制付与の対象となる「年休１０日以上」と

は、前年からの繰越分は含みません。基準日に

付与日数が１０日以上ある人が対象です。 

 

Ｑ３ 強制付与は半日単位で可能か？ 

 労働者からの希望があった場合においては、

半日単位で時季指定を行うことができます。時

間単位での時季指定はできません。 

 

Ｑ４ 前年度の繰越分から指定は可能か？ 

 有給休暇が前年度からの繰越分があるとき

は、強制付与を、前年度残日数から指定しても

良いことになっています。新規付与分から控除

しなくても構いません。 

 

Ｑ５ 時季指定の変更はできますか？ 

 使用者が指定した時季について、労働者の意

見を尊重して変更は可能です。 

Ｑ６ ５日を超える強制付与は可能か？ 

 使用者は、５日を超える強制付与を指定する

ことは出来ません。 

 

Ｑ７ 労働者が５日取得しているときは？ 

 労働者が自ら５日以上取得した場合は、使用

者が指定しなくても基準法違反になりません。

しかし、使用者が指定した有給休暇は特段の取

り決めがない限り無効にはなりません。 

 

Ｑ８ 労働者が使用した日数分は 

 労働者が使用した日数については、使用者の

指定すべき５日から控除することができます。

当該日数分については、使用者は時季指定を要

しません。 

 

Ｑ９ 特別休暇を強制年休に変更可能か？ 

  就業規則等により有給で付与している特別

休暇を強制付与年休に指定することは、労働条

件の不利益変更に該当し、できません。 

 

Ｑ１０ 年休管理簿の記載方法は？ 

 年次有給休暇管理簿に記載すべき「日数」に

ついては、労働者が取得したものと使用者が指

定したものとの区別は必要ではありません。 

労働者が実際に取得した回数、日数等を記載す

ることで足ります。 

 

Ｑ１１ 就業規則への記載が必要ですか？ 

 休暇に関する事項は、就業規則の絶対的必要

記載事項であるため、使用者による時季指定に

ついては、時季指定の対象となる労働者の範囲

及び時季指定の方法等について記載する必要

があります。 
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●求人募集に受動禁煙対策 明示義務化 

 厚生労働省は、企業に対し、求人募集を出す

際、企業が講じている受動禁煙対策を明記する

ように義務付けると発表した。改正健康増進法

の全面施行に合わせ、2020 年４月から適用と

なる。（3 月 28 日） 

 

●不法就労で強制退去１.６万人に 

 法務省は 27日、2018年に出入国管理法違反

で強制退去となった外国人が１万 6,269 人（前

年比 2,583人増）に上ったことを発表した。全

体の６割が不法就労であったという。（3 月 28

日） 

 

●コンビニの人手不足で「行動計画」要請へ 

 人手不足によりコンビニの 24時間営業が難

しくなっている問題をめぐり、経産省はコンビ

ニ大手４社（セブンイレブン、ファミリーマー

ト、ローソン、ミニストップ）に人手不足など

に対する「行動計画」を４月末までにまとめる

よう求める方針を明らかにした。（3 月 27 日） 

 

●「自己都合退職」の相談増 

 厚生労働省のまとめによると、2017年度に

全国の労働基準監督署などに寄せられた労働

相談の中で、「自己都合退職」に伴う相談が、

10年前の2.5倍に増加していることがわかった。

人手不足の状況下で、会社からの慰留や理由の

聞き取りが発生し、引き留めたい企業側と、退

職希望者との間でトラブルが増加していると

みられている。（3 月 25 日） 

 

●在留カード番号 届出義務化へ 

 厚生労働省は、外国人を雇用した事業主が厚

生労働省に提出する「外国人雇用状況の届出」

に、在留カード番号の記載を義務付ける方針を

固めた。４月からの外国人労働者受け入れ拡大

に伴い不法就労を防ぐことが狙いで、2019年

度中の運用改正を目指す。（3月 23日） 

 

●「特定技能」外国人の運用要領を公表 

 法務省は、「特定技能」で働く外国人労働者

の受入れに向け、企業側の支援内容を具体的に

盛り込んだ運用要領を公表した。現金自動預け

払い機（ATM）の使い方やごみの分別方法、喫

煙のルールなど、日本の生活について８時間以

上のガイダンスを行うことを義務付けた。また、

外国人が住居を借りる際、企業が連帯保証人と

なるほか、1人あたり 7.5平方メートル以上の

部屋を確保することが義務付けられている。（3

月 21日） 

 

●介護事業所の処分が過去最多に 

 厚生労働省は、介護報酬の不正請求や法令違

反などにより 2017年度に処分を受けた介護事

業所数は過去最多の 257 か所（前年度比 13か

所増）であったことを発表した。処分内容は、

介護保険事業所の指定取消しを受けた事業所

が169か所一定期間の事業停止処分が88か所、

介護報酬の返還請求額が約 11億 7,800万円。（3

月 20日） 

 

●勤務医の労務管理 全 8,300 病院で点検 

 厚生労働省は、勤務医の労働時間問題の対策

を進めるため、全国の病院を対象に、労働基準

法に基づく勤務医の労務管理ができているか

を点検する。４月にも全国８千超あるすべての

病院を対象に回答を求める。不適切な実態が明

らかになった場合は、各都道府県に設置された

「医療勤務環境改善支援センター」が対応を支

援し、支援を受けても状況が改善しない場合は、

労働基準監督署による指導を実施することも

検討する。（3 月 18 日） 
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